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平成３１年度 子育て推進課事業（重点事業）の概要 

 

 

 

１ 幼児教育無償化に向けた対応 

２ 子ども・子育て支援事業計画に基づく施策の推進 

３ 子育て支援施策の取り組み強化 

４ 保育施設等の整備及び運営方法の検討 

 

 

 

１ 幼児教育の無償化関連 

（１） 平成 31年 10月実施の幼児教育の無償化に向けた業務の推進（新規） 

   ○ 3歳～5歳  

         ・幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育、企業主導型保育（標準的な利用料）の 

利用料を無償化 

     ・認可外保育施設等 保育の必要性の認定を受けた場合、月額 3.7万円までの利用料を 

無償化 

※食材費 … 施設による実費徴収、負担方法は変わるが保護者が負担することに変更は 

ない。 

   ○ 0歳～2歳  

         ・幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育、企業主導型保育を利用する住民税非課 

税世帯を対象に無償化。 

     ・認可外保育施設等 保育の必要性の認定を受けた場合、月額 4.2万円までの利用料を 

無償化      

○ 児童館等使用料免除事業 

国の無償化の基準に準じて、児童館、児童センターを利用する児童に係る使用料を免除 

 

 

２ 子ども・子育て支援新制度関連  

（１） 新庄市子ども・子育て会議の運営 

○ 子ども・子育て支援事業計画の進行管理及び次期計画策定事務（継続：一部新規） 

教育・保育の提供体制確保の状況や事業の進行管理 

第２期事業計画（平成 32年度～）策定業務 

○ 教育・保育施設の認可・確認及び利用定員等に関する意見聴取（継続） 

施設型給付の対象となる教育・保育施設の確認及び認可について意見聴取 

（２） 子どものための教育・保育施設（施設型給付・地域型保育給付）事業の推進（継続） 

○ 施設型給付及び地域型保育給付費の審査・支給事務  

保育施設や新制度に移行した幼稚園などに給付する費用の審査及び支給事務 

○ 施設・事業者に対する指導監査等事務 

市が許認可権を有する保育施設等に対して事業内容の指導監査事務の実施 

（３） 地域子ども・子育て支援事業の推進（継続） 

○ ファミリーサポートセンター事業（基本型・緊急対応型） 

基 本 方 針 

重 点 事 業 
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○ 第３子以降児童の保育料免除事業  

○ 地域子育て支援拠点事業  

○ 子育て短期支援事業  

○ 一時預かり事業  

○ 延長保育事業  

○ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

（４） 広域連携による事業の推進（継続） 

○ 広域連携による病児保育事業の推進 

 

３ その他子育て支援施策関連 

○ 第３子以降児童の保育料免除事業（継続） 

保育料の無償化の対象とならない児童を対象とした保育料の免除 

○ 子育て支援医療給付事業（継続） 

○ 認可外保育施設乳幼児育成支援事業（継続） 

 

４ 保育施設等の整備の推進 

（１）放課後児童クラブの整備・統廃合（継続 一部新規） 

明倫学区義務教育学校の整備に合わせて、対象学区となる沼田・北辰小児童を対象とし 

た放課後児童クラブの一体的整備の推進（建設工事） 

新庄小学校の余裕教室等を活用して新庄小の児童を対象とした放課後児童クラブの整 

備に向けた業務推進 

（２）教育・保育施設等の適正な配置及び運用の検討 

〇 教育・保育施設の適正規模の検討 

教育・保育の量の確保に必要な施設の整備計画の検討 

〇 公立保育施設の整備計画の検討 

公立保育所、児童センター及び放課後児童クラブ等の統廃合や改修に関して市公共施

設等総合管理計画を踏まえ検討 

 

５ 乳幼児時期からの特別支援活動事業関連 

（１）民間立保育所に係る障がい児保育支援事業（新規） 

      障がい児の受け入れを行う民間立保育所等において、障がい児保育担当保育士を配置した

場合に補助金を交付、障がい児受入れを拡充及び強化 

 （２）乳幼児時からの特別支援活動事業の推進 

    ○ 保育施設等の巡回訪問、保護者等を対象とした相談及び支援（充実・強化） 

○ 「ペアレントプログラム」の実施（継続）     

 

６ その他 

（１） 要保護児童対策関連 

〇 要保護児童対策地域協議会の機能強化等による児童虐待防止対策 

要保護児童対策地域協議会の機能強化、担当職員の資質向上及び関係機関との連携に

よる児童虐待への適切な対応 

 （２）子どもの貧困対策関連 

    〇 子どもの貧困対策として学習支援等の施策検討 

（３）わらすこ広場の管理運営 

〇  わらすこ広場の委託等も含めた効果的な運営方法の検討  
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(平成３１年度当初予算概要 歳出 単位：千円) 

事業名 ３１年度予算 ３０年度予算 比較増減 主な事業 

障害者福祉費 84,164 86,537 ▲2,373  

児童行政事業費 1,477,277 1,315,682 161,595  

児童母子措置費 780,469 755,038 25,431  

保育所費 279,956 274,077 5,879  

児童館費 42,336 41,628 708 指定管理委託料    41,671 

私立学校振興費 1,000 16,972 ▲15,972  

合  計 2,665,202 2,489,934 175,268  

 

 

 

 


